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我が国の温暖化防止対策の状況

村　上　　　誠・友　延　弘　輝

国連気ީ変動に関する間パネル（IPCC）は 1988 年に設立された組৫で，5年～ 6年毎に気ީ変動
に関する評価報ࠂॻをެ表している。日本国内では 2014 年 12 省よりڥ݄ IPCCの 5 次報ࠂが発表され
た。その中でʰೋࢎ化ૉのྦྷੵ૯排出量と世界ฏ均気Թの応は，ほ΅比例関にあるʱとの新見解が
発表された。そして，ೋࢎ化ૉ排出量増大が現在のまま進んでいけば，気Թ上ঢが༧測され，それに
う数々の気ީ変動を含むリスクが合わせて༧されている。Թࣨ効Ռガスの削減こそがۓ٤の課題であり，
その解決こそが次世代にඒしい地ٿをバトンタッチしていく為に必要な事ではないだΖうか。
キーワード：Թࣨ効Ռガス，ೋࢎ化ૉ，COP21，IPCC

1．地球温暖化の原因と仕組み

（1）温室効果ガスと温暖化
地ٿはଠཅからのޫによってஆめられ，ஆめられた
地ٿ表面から外線が์ࣹされる。その外線をԹࣨ
効Ռガスがٵऩし大気がஆめられる。もしԹࣨ効Ռガ
スが存在しなければ，地ٿ表面から์ࣹされたは，
地ٿの大気内にはཹまらず，地ٿのฏ均Թ度はʵ19ˆ
になる。現在の地ٿのฏ均気Թはおおよそ 14ˆ，これ
はԹࣨ効Ռガスのおかげである。しかし，Թࣨ効Ռガ
スの量が増え大気中のೱ度が高まりのٵऩが増えた
݁Ռ，気Թが上ঢし始める。これが地ٿԹஆ化である。
図─ 1はԹࣨ効Ռガスと地ٿԹஆ化メカニズムを

示したものである。左ଆのਤは 200 年前の地ٿ，右ଆ

のਤが現在の地ٿである。産業革໋以߱，ೋࢎ化ૉ，
メタン等のԹࣨ効Ռガスが大量に排出されೱ度が上
がった。その݁Ռ，のٵऩが増え気Թが上ঢしてい
る。1880 年～ 2012 年で全世界のฏ均気Թは 0�85ˆ上
ঢと言われている。

（2）温暖ガス種類と発生量
Թࣨ効Ռガスは，ژ都ٞ定ॻにおいて排出量削減対
となり，ڥ省において年間排出量が把握されてい
る。現在Թࣨ効Ռガスには，ೋࢎ化ૉ（CO2），メ
タン（CH4），一ࢎ化ૉ（N2O），ϋイドロフルオロカー
ボン類（HFCT），パーフルオロカーボン類（PFCT），
;っ化ེԫ（SF6）の 6 種類及び 2015 年 4 ݄より
新たに対になったࡾ;っ化ૉ（NF3）を加えて 7
種類がある。
図─ 2が日本にԙける 2013 年度のԹࣨ効Ռガスの
排出量のׂ合で，૯排出量は 14 ԯ 700 ສトンで前年
度 13 ԯ 9000 ສトンからみて 1�2ˋ増加している。Թ
ࣨ効Ռガスの 93ˋがೋࢎ化ૉで，Թஆ化にはೋࢎ
化ૉの影響が最も大きい。
ϋイドロフルオロカーボン類（HFCT），パーフル
オロカーボン類（PFCT），;っ化ེԫ（SF6），ࡾ;っ
化ૉ（NF3）は数量的には 3ˋ（CO2 換算）とඇ
常に少ないが，地ٿԹஆ化数ˎ1 で 1430 ～ 22800
ഒ（ೋࢎ化ૉを 1とした）のඇ常に高いレベルのԹ
ஆ化能力を持っている。従って，Թࣨ効Ռガス削減対
化ૉが中心であるが，ϋイドロフルオロࢎはೋࡦ
カーボン類（HFCT），パーフルオロカーボン類
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（PFCT），;っ化ེԫ（SF6），ࡾ;っ化ૉ（NF3）
等のガス削減対ࡦも進めて行かなければならない。
ˎ 1：地ٿԹஆ化数とは，ೋࢎ化ૉを基準にして，

ଞのԹࣨ効ՌガスがどれだけԹஆ化する能力が
あるかをあらわした数ࣈ

（a）全世界で༧されるリスク
ICCP5 次8G1 の評価報ࠂॻでは 20 世ل半ば以߱
のԹஆ化の主な要Ҽは，人ِ的な可能性がۃめて高い
（確度 95ˋ以上）と報ࠂされている。そして，Թࣨ効
Ռガスの排出増加量の 78ˋは化ੴ燃料の燃মと工業
プロセスにおけるೋࢎ化ૉがめている。ଈち，化
ੴ燃料の用によりԹஆ化をটき，全世界ではԹஆ化
による 8つのリスクが༧されている（図─ 3）。
①ւ面上ঢにより，低地・小ౡ等のԊ؛での高ை・ߑ
ਫඃ害
②内ߑਫによる大都市部へඃ害
な気現による電気・ਫ・ガス等のインフラۃ③
の機能ఀ止
④による，外労ಇ者のۃなॵ期間における
や࣬පࢮ
ᶇ気Թ上ঢ，ׯばつ等による৯料安全保োがڴかされ
る
ᶈਫ資源不足と業生産減少によるଜ部の生計及び
ॴ得損ࣦ
ᶉԊ؛ւ域における生計に༩えるւ༸生ଶ系，機能及

びサービスを損ࣦ
ᶊ域における生計に༩える生ଶ系商品，機能及び
サービスを損ࣦ
種々のリスクの中で，近年，ඇ常に問題視されてい
るのが・ׯばつ・ߑਫ，෩，山Ր事等のҟ常気
である。ҟ常気とは，世界気機関において「ฏ
均気Թや߱ਫ量がฏ年よりஶしく偏り，その偏差が
25 年以上に 1回しかىこらない程度の大きさの現」
と定ٛされている。しかし，最近，ҟ常気がසൟに
きるため従来の基準が合わなくなっているのではなى
かΖうか。
最近，世界でىきたҟ常気事例としては，2013
年に，インドシナ半ౡ，ロシアアムール流域，中国
中部からே半ౡ，インド，ヨーロッパの広い範囲で
߱Ӎがඇ常に多くなり，大ߑਫのඃ害が発生してい
る。一方中国ೆ部ではׯばつの影響によるҿ料用ਫの
不足や作へのඃ害が発生している。同じく米国カ
リフΥルニア州では 2013 年の年間߱ਫ量が 1895 年以
߱最も少なく，ׯばつは現在も続いておりҿ用ਫや
業用ਫが不足するとともに大規なྛՐ災も発生し
ている。
2015 年に入り 5 ݄下०のインド中部ではによ
り 2200 人以上がࢮ，また，タイでは 2014 年から続
く大ׯばつで業等に大きなඃ害が出ている。その
ଞ，最近のニュースでは，中国・ミャンマーの大Ӎに
よる大ߑਫ等がある。
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（C）日本国内で༧されるリスク
2100 年，日本ではԹࣨ効Ռガスのೱ度上ঢが最ѱ
シナリオの場合，気Թが 3�5 ～ 6�4ˆ上ঢ，߱ਫ量が 9
～ 16ˋ上ঢ，ւਫ面が 60 ～ 63 DN上ঢするとされて
いる。Թஆ化によるզが国のリスクは以下が定され
ている。
ਫが多発ߑ①
②ւਫ面の上ঢによりׁׯの 12ˋ消ࣦ
③Տ流量が 1�1 ～ 1�2 ഒになる事によるԊ؛地域で
のඃ害
④中によるࢮ者数の増加及びٹ急ൖૹ車数がഒ
増
ᶇԹஆ化による作の変化
ᶈգの分域の変化
図─ 4は最近発表された 2100 年のਅՆ日の༧で
ある。北ւಓの北日本ւଆ：現在 8日˰ 48 日，౦日
本ଠฏ༸ଆで現在 49 日˰ 105 日，ԭೄ・Ԅඒは年間
の半分がਅՆ日となり，全国でਅՆ日の日数が 2ഒ～
6ഒに増える༧である。本年も 8݄現在，日本では
ॵ日連続日数更新，܈അݝ・ౡݝでは気Թ 39ˆ
ӽえ，日本؍測地点 19 ケॴで最高気Թを更新してい
る。
図─ 5は日߱ਫ量が 400 NNをえるӍの߱った
回数の変化で毎年着実に回数が増えている。2014 年
都の山では，݄間Ӎ量のژ 2�5 ഒにもなる
300 NN以上のӍが 24 時間以内で߱るہ地的な߽Ӎ
でՏが൙ཞし大ߑਫとなった。同年長࡚ޒݝౡྻౡ

では 1時間 110 NNという 50 年に一度の大Ӎが߱り
土砂災害を引きىこしている。また，広ౡݝ安ࠤ地۠
では 1時間 87 NNのӍが߱り続け 144 ケॴで土砂่
れをىこし，74 ໊がくなる大災害となった。
ήリラ߽Ӎやཽרの多発，෩発生の位置変化と෩
力のڧさ，そして，本年 8݄には関౦地۠のւ؛でシュ
モクザメが大量確ೝされ༡ӭې止になった。これらは
全て地ٿԹஆ化の影響とࢥわれる。

2．各国の温室効果ガス削減への取組

（1）各国の温室効果ガスの発生量
全世界のԹࣨ効Ռガスの排出量は経ࡁ発లと人ޱ増
加にい年々増え続けている。1750 年～ 1970 年まで
の 220 年のྦྷੵ排出量と 1970 年～ 2010 年まで 40 年
間のྦྷੵ排出量は同量だと言われている。ଈち，୯७
計算すると 1970 年～ 2010 年の 40 年間は過ڈの 220
年間に比べてԹࣨ効Ռガスの排出量が年ฏ均 5ɽ5 ഒ
増えている。
図─ 6は 2012 年世界の CO2 の૯排出量である。૯
排出量は 326 ԯトン。中国とアメリカのೋ大国が全
体の 43ˋをめている。排出量トップの中国は 2000
年から 2012 年の 12 年間で 33�5 ԯトンから 82�5 ԯト
ンへと 2�46 ഒに大幅に増加している。第 2位のアメ
リカは 57 ԯトンから 50�7 ԯトンと 12ˋ削減してい
る。その中で，զが国の排出量は 3�7ˋで 5位であり，
人ޱ一人当たりでは米国・ロシア・ؖ国に次いで 4位
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となっている。2000 年から 2012 年の変化では，原子
力発電がఀ止し 90ˋをՐ力に頼っているにも関わ
らず，12�7 ԯトンから 12�9 ԯトンとඍ増にཹまって
いる。これは，ژ都ٞ定ॻを൷।しຽ一体となって
取り組んだ省Τネ・新Τネ・ΤネルΪー転換等の成Ռ
だと考えられる。
ICCP5 次では，h CO2 のྦྷੵ排出量と気Թの上ঢは
比例しているʱと報ࠂされている。そして，今後全く
対ࡦがされない場合，CO2 ೱ度は現在の 430 QQN か
ら 2100 年には 750 QQN ～ 1300 QQN に増加すると༧
され，2100 年にԙける世界気Թが，産業革໋以前
のਫ準と比べて 3�7 ～ 4�8ˆ上ঢするとされている。
現在，このԹ度上ঢをえ，世界のリスクを最低限に
える為のڐ容されるԹ度上ঢは 2ˆとされ，目標と
されている。
2100 年気Թ上ঢを 2ˆにえるための CO2 のೱ度

450 QQN：ྦྷੵ排出量は 2 ஹ 9000 ԯトンと算出され
ている。2011 年までに人類が排出した CO2 のྦྷ計排
出量は 1ஹ 8900 ԯトン，差引き，今後ڐ容される排
出量は 1 ஹ 100 ԯトンである。図─ 6で分る様に，
2013 年の全世界の CO2 排出量は 326 ԯトン。୯७計
算すると今後 30 年でڐ容される排出量 1ஹ 100 ԯ
トンのをえてしまう事になる。
今後Թஆ化は避けられないが，リスクを最低限にす
る為には，世界全体で出来るだけૣく CO2 削減対ࡦ
を実施し，2050 年には 2010 年比 40 ～ 70ˋ削減する

とڞに 2100 年にはゼロまたはマイナスにし，気Թの
上ঢを 2ˆ未ຬにえる必要がある。

（2）全世界での温室効果ガス削減の歴史
くはݹ 1827 年フーリΤ（フランスの数ֶ者）が初
めてԹࣨ効Ռガス効Ռを指ఠ，その後，ೋࢎ化ૉの
外線์ࣹのٵऩ効Ռ，ೋࢎ化ૉと気Թ上ঢの関
等多くのֶ者がڀݚしてきた。
近年になりԹஆ化のڀݚは全世界的・組৫的な動き
に変わってきている。1988 年 8 ݄，世界気機関
（8MO）と国連ڥ計画（UNEP）のڞ同で気ީ変動
に関する間パネルIPCC（IntergovernNental
PanelonCliNateCIange）が設立された。1990 年 8
݄，IPCC は第 1次評価報ࠂॻにて，21 世لまでに
地ٿのฏ均気Թが 3ˆ，ւ面が 65DN上ঢすると
の۩体的༧測を発表した。1995 年気ީ変動組
国ձٞ（COP1）がドイツのベルリンで開࠵され地ٿ
Թஆ化に対する全世界レベルでの国ࡍձٞがスタート
した。1997 年ژ都で開࠵された COP3 ではژ都ٞ定
ॻが採択された。ژ都ٞ定ॻのポイントは以下の通り。
①先進国のԹࣨ効Ռガス排出量の削減目標値設定
②国ڠࡍ調による目標ୡ成の為の仕組みの（排出量取
引等）導入
③途上国に対しては，数値目標のٛなし
1990 年を基準年として，2008 年～ 2012 年先進国全
体で 5ˋの削減（日本は 6ˋ削減）を目指したもので
あった。しかし，発ల途上国（中国等）の自主ࢀ加が
見ૹられ，米国・ロシア連も受け入れを見ૹった。
55 ケ国以上の国々がక݁したが，Թࣨ効Ռガス排出
大国（中国・米国）が抜けた為，効Ռはそれなりにあっ
たものの限定的とみられている。その後 COP17 にお
いて，ポストژ都ٞ定ॻ（2012 年以߱）の合ҙがさ
れたが，途上国の不ࢀ加等ެฏ性の面から日本，ロシ
ア，カナダはࢀ加していない。そして，2015 年 12 ݄
にフランスのパリ開࠵༧定の COP21 にԙいて 2020
年以߱の新しいԹஆ化対ࡦの新しい組みに全世界が
合ҙしようとしている。

（3）COP21に向けての各国の状況
COP21 は全世界の 200 ケ国がࢀ加し，本年フラ
ンスのパリで開࠵される。COP21 に向け，ࢀ加各国
は国連気ީ変動組事ہに 2025 年または 2030
年時点での新たなԹஆ化対ࡦ目標案をఏ出しつつあ
る。表─ 1は各国のఏ出ঢ়況の一部をまとめたもの
である。特චされるのは，ژ都ٞ定ॻでは目標値を持っ
ていなかった中国，ࢀ加を見ૹった米国が目標値を
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ૣ々と表໌したことである。
日本は本年 7݄ 17 日ʰ2030 年度のԹࣨ効Ռガ
ス削減目標を 2013 年度比 26ˋ減ʱを決定し，国連気
ީ変動組事ہにఏ出した。ୠし，電源構成（ベ
ストミックス）が༧定通りୡ成された場合である。そ
して，本年 7݄，米国オバマ大౷ྖがՐ力発電ॴから
の CO2 排出ガス削減を 2030 年までに 32ˋ（従来
30ˋ）に拡大するࢫの発表を行った。今年度に開࠵
される COP21 は 2100 年までの方向性が決まる重要
なձٞとなる。

（4）主要国の削減対策
2013 年度，全世界の CO2 排出量にめる日本のׂ
合は 3�7ˋ。米国と中国は合わせて 43ˋをえる CO2
排出大国である。日本が排出量を 0ˋにしてもԹஆ化
に༩える影響は小さい。しかしながら，日本は世界 3
位の経ࡁ大国でありCO2削減技術に優れている。米国・
中国と比べると小さいが，日本国内において CO2 削
減する事はもとより，発ల途上国への技術支援等，ੋ
ඇとも取り組まなければならない課題である。図─ 7

は世界の CO2 排出見通しである。世界の CO2 排出量

දᴷ �　$01�� ඪࡦͷԹஆԽରࠃ֤͚ͨʹ

各国
2012 年度排出
量シェアーˋ

都ٞ定ॻژ COP21 に向けた各国の目標値
基準 削減率ˋ 基準年 目標年 削減率

中国 27�8

1990年を基準とし
2008年～2012 年
先進国全体で 5ˋ
以上の削減を目指
す

目標値無 2005 年 2030 年

2005 年度比で GDP あたりの CO2 排出量
を 60 ～ 65ˋ削減する
一次ΤネルΪー消費にめるඇ化ੴ燃料の
ׂ合を 20ˋに増やす
2005 年度比ྛストック容量を 45 ԯ
N3 増加させる

米国 15�8 ൷।せず 2005 年 2025 年 26 ～ 28ˋ削減，50 年 80ˋ削減
インド 6 目標値無 未ఏ出
ロシア 5�4 0 1990 年 2030 年 20 ～ 25ˋ削減
日本 3�7 6 2013 年 2030 年 26ˋ削減
ドイツ 2�2 21 1990 年 2030 年 EU全体：40ˋ削減，50 年 80 ～ 95ˋ削減
ؖ国 1�8 目標値無 #"U比 2030 年 37ˋ削減
カナダ 1�4 6 2005 年 2030 年 30ˋ削減
イΪリス 1�4 12�5 1990 年 2030 年 未確ೝ
メキシコ 1�4 8 #"U比 2030 年 25ˋ削減，ୠし支援等により 40ˋ削減
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は，2030 年に 1�2 ഒに増加，ඇ OECD 国の排出量
が増加し全世界の 70ˋとなる見込みである。ඇ
OECDの排出量の削減は今後の大きな課題である。
ここで，主要国の CO2 削減に向けたΤネルΪー
。を見てみると以下となるࡦ
①中国（2012 年度 CO2 排出量　90�7 ԯトン　27�8ˋ）
・ΤネルΪー効率の向上
・原子力の推進
・ੴՐ力のґ存低減等ΤネルΪー構成の最適化
②米国（2012 年度 CO2 排出量　51�4 ԯトン　15�8ˋ）
・天વガスや࠶生可能ΤネルΪーの利用拡大
・原子力の利用拡大
・ΤネルΪー効率向上
・ੴՐ力の規制ڧ化
④インド（2012 年度 CO2 排出量　19�6 ԯトン　6ˋ）
・ΤネルΪー効率向上　
・原子力の利用拡大と電力څڙ確保
生可能ΤネルΪー利用拡大࠶・
③EU
生Τネ・省Τネの推進࠶・
・原子力は各国で選択断
　（EU 全体としてバランスの取れたΤネルΪー・
電源構成）

3．日本の取組

（1）日本の 26％削減設定
日本は，2008 年～ 2012 年ژ都ٞ定ॻで൷।した 6ˋ
の削減をୡ成する為に，ຽ一体となり各種対ࡦを進
めてきた。5ケ年ฏ均の૯排出量は 12 ԯ 7800 ສトン
で，基準年度比 1�4ˋの増加となった。しかし，ྛ
等ٵऩ源及びژ都メカニズムクレジットを加味し，
8�4ˋ減となり，国ެࡍであるژ都ٞ定ॻの目標（基
準年比 6ˋ減）をୡ成した。そして，本年 7݄ 17 日
COP21 に向け各国の目標値にଝ৭ないҙཉ的な数値
目標ʰ2030 年度のԹࣨ効Ռガス削減目標を 2013 年度
比 26ˋ減ʱを決定し，国連気ީ変動組事ہ
にఏ出した。26ˋ削減のカΪとなるのは，発電での
CO2 削減である。CO2 の発生のຆど無い原子力発電・
生可能ΤネルΪーのׂ合をԿにした電源構成にす࠶
るかであり，今回の表໌に合わせて電源構成（ベスト
ミックス）が決定された。
日本がఏ出したଋ案の֓要は以下の通り。
①国内の排出削減・ٵऩ量の確保により，2030 年度
に 2013 年度比 26ˋ減（2005 年度比 25�4ˋ減）のਫ
準（ 10 ԯ 4200 ສトン）以下にする

②本ଋ案は，ΤネルΪーミックスと整合的なもの
となるように，技術的制，コスト面の課題などを
े分に考ྀしたཪ付けのある対ࡦ・施ࡦや技術のੵ
み上げによる実現可能な削減目標である

（2）各業界の温室効果ガス（CO2）発生量
図─ 8，9は日本の部別CO2 の排出量を直接排出

量，間接排出量から見たものである。
直接排出量は各部が生産ଆから見たもので，間接
排出量は用者から見たものである。直接排出量で見
ると排出量のトップはΤネルΪー転換部，ଈち，発
電ॴ等が 41ˋで最も大きなΤイトをめる。CO2
削減対ࡦの重点が発電部にある事が分かる。これを
間接排出量で見ると図─ 9となる。間接排出量のCO2

ਤᴷ �　ຊͷ෦ผೋࢎԽૉഉग़ྔͷׂ߹ʢഉग़ྔʣ
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削減対ࡦは省電力対ࡦが主体になり，目標は 17ˋで
ある。部別では，業そのଞ部・Ոఉ部のCO2
排出量が年々増える向にある。用ΤネルΪーは電
力，ੴ油，ガス，ੴ等が有るが電力のΤイトが高
い。その電力の消費を減らせれば直接排出量で最大の
ΤネルΪー転換部（発電ॴ等）の CO2 削減に貢献
する事になる。

（3）電源構成（ベストミックス）の設定
日本の 2030 年 26ˋの CO2 削減目標は，図─ 10に
示すように，2030 年までの年間成長率を 1�7ˋ／年に
定し，電力構成については，安全性，安定څڙ，経
目標を同時にୡ成ࡦ適合に関するڥ効率性及びࡁ
する中で，①పఈした省電力（17ˋ）を推進する　②
生Τネの最大限の導入　③Ր力発電の効率化等を進࠶
めつつ　④原子力発電ґ存度を可能な限り低減するこ
とを基本方として決定されている。
電源構成としては原子力 20 ～ 生Τネ࠶，ˋ22 22
～ 24ˋ，-NG27ˋ，ੴは 26ˋ，ੴ油 3ˋを定し
た削減目標である。ঘ，࠶生Τネの内༁はଠཅޫ7ˋ，
෩力 1�7ˋ，バイオマス 3�7 ～ 4�6ˋ，地 1�0 ～ 1�1ˋ，
ਫ力 8�8 ～ 9�2ˋである。しかしながら，զが国のベー
スロード電源と位置付けられている原子力発電は，8
݄ 11 日࠶Քಇを開始した州電力の内原子力発電
をআきՔಇఀ止中である。
今後，ਃ中である原子力発電の࠶Քಇの進ঢ়
況，省ΤネルΪー進ల۩合，࠶生可能ΤネルΪー導入
ঢ়況，新ΤネルΪーの開発ঢ়況等により電源構成も変

わってくると考えられる。
では今後 3年毎のΤネルΪー基本計画の検౼に
合わせて，必要に応じて電源構成を見直すとしている。

4．CO2削減対策の現状と課題

（1）部門別排出量削減対策と 26％削減目標
新たに CO226ˋ削減，省電力 17ˋ，電源構成（ベ
ストミックス）が決まり，ژ都ٞ定ॻ൷।以来各部
が従来から進めている削減対ࡦに，ΤネルΪー変換部
の対ࡦが໌確になった。これにより各部ڞ通対ࡦ
として省電力 17ˋも新たな目標となった。従来の削
減対ࡦを見直し，あらたな取り組みが始まると考えら
れる。

（2）部門別削減対策の概要
各部の主要な CO2 排出削減対ࡦとして取り組ん

でいる事項に，今回CO226ˋ削減目標で新たな削減対
の内容をりやすくするࡦも加えてまとめた。対ࡦ
為，直接対ࡦと間接対ࡦに分類した。
（a）ΤネルΪー転換部主要対ࡦ　（CO2 排出量の

ׂ合 41ˋ）
ʪ間接削減対ࡦʫ
省電力　-ED化，高効率設උ機器の適用
等
ʪ直接削減対ࡦʫ
電力業界は 2030 年までに 35ˋ削減目標を表໌，関
連ا業 35 ࣾがࢀ加

ਤᴷ ��　���� ͷిྗͷधߏڅͱిߏݯʢϕετϛοΫεʣ
ग़యʣۀ࢈ࡁܦল　ظΤωϧΪʔधݟڅ௨͠
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ˎ CO2 を出さない原発࠶Քಇ，ՔಇԆ長等で
 20 ～ 22ˋを確保
生可能ΤネルΪーの拡大࠶ˎ 22 ～ 24ˋに拡大
存Ր力の効率アップ　-NGطˎ Ր力の効率アッ
プ，ੴՐ力効率を -NGガス発電並に効率アッ
プで化ੴ燃料削減でCO2 削減

　ʨUSC（ੴՐ力高効率ඍคՐ力発電技術），"ʵ
USC（700ˆڃ先進々ྟ界圧発電，IGCC（ੴ
Ր力ෳ合発電）等で効率アップʩ

　効率アップ技術開発に国からの補助制度の制定
ˎは建設計画が進んでいるੴՐ力の CO2 排
出量を規制する方向に進んでいる

ˎ CO2 回ऩ，ஷཹ方式（CCS）の適用による CO2
ガスのॲ理の実用化

（C）産業部の主要対ࡦ　（CO2 排出量のׂ合　
27ˋ）

ʪ間接削減対ࡦʫ
ˎ省電力　-ED化，高効率設උ機器の適用，コゼ
ネレーションシステムの導入

　等　省電力 17ˋ削減の一ཌྷを担う　
ʪ直接削減対ࡦʫ
ˎ化ੴ燃料用削減，ΤネルΪー転換
の効率的実施によるࡦ省「先進対ڥˎ CO2 排出
量大幅削減事業」（"SSET事業）で削減ଅ進

ˎ CO2 回ऩ，ஷཹ方式（CCS）の適用による CO2
ガスのॲ理の実用化

　等　省電力で発電ॴの૯発電量削減で CO2 削減
が大きなΤイトをめる

（D）運༌部の主要対ࡦ（CO2 排出量のׂ合　
16ˋ）

ʪ間接削減対ࡦʫ
ˎ省電力　-ED化のଅ進，高効率設උ機器の適用
　等　省電力 17ˋ削減の一ཌྷを担う　
ʪ直接削減対ࡦʫ
ˎΤンジンの燃費アップ
ˎ次世代自動車の普及ଅ進
　バイオ燃料車，天વガス車，クリーンディーゼル
車，ϋイブリッド車，プラグインϋイブリッド車，
電気自動車，燃料電車，ਫૉ自動車等の普及拡
大

ˎ ITS（高度ಓ路交通システム）普及で事ނ，ौ
を減らし効率的な走行でCO2 削減

ˎ低ૉインフラロードマップ（信߸制御，ޫビー
Τン，自動運転）

　等　次世代自動車の普及という大きな手段を持つ

（d）業そのଞ部　（CO2 排出量のׂ合　5ˋ）
ʪ間接削減対ࡦʫ
ˎ省電力　-ED化のଅ進，高効率設උ機器の導入，
コジェネレーション適用の拡大
ˎ૯省主導の「地域ΤネルΪーシステム」や「分
型ΤネルΪーインフラプロジェクト」等で効率ࢄ
アップのΤネルΪーڅڙシステム　
　等　省電力 17ˋ削減の一ཌྷを担う
ʪ直接削減対ࡦʫ
の効率的実施によるࡦ省「先進対ڥˎ CO2 排出
量大幅削減事業」（"SSET事業）で削減ଅ進
　等　૯省主導のシステム開発や，プロジェクト
で間接削減が主体となる

（e）Ոఉ部　（CO2 排出量のׂ合　4ˋ）
ʪ間接削減対ࡦʫ
ˎ省電力　ϗームΤネルΪー理システム（HEMS）
適用による効率的な電力用，ΤネフΝーム採用
拡大，-ED化のଅ進，高効率Ո電品普及ଅ進
　等　省電力 17ˋ削減の一ཌྷを担う
ˎ౦ژ都の「スマートΤネルΪー都市」の実現
ˎଠཅޫ発電適用で電力の自څ，電気自動車へڅ電
ˎ低ૉロードマップ（省Τネ基準適合ٛ化，ଅ
進とする ;E#／ ;EH）
・;E#：ゼロΤネルΪービル
・;EH：ゼロΤネルΪーॅ
ˎ新ஙॅにおける省Τネ基準適合のଅ進
等
そのଞ工業プロセス部は 4ˋあるが，産業部や
業部とڞ通するとこΖが多いと考えられる。
廃غ部 2ˋはモーダルシフト（ધഫやమಓを活
用），ϋイブリッド化，省Τネ設උ導入等があげられる。
部ԣ断的施ࡦとして，+ᴷクレジット制度（Թࣨ
効Ռガスの排出減量，ٵऩ量をೝূする制度でクレ
ジットは৭々な活動に利用できる）のଅ進，先的
。業支援事業等があるا技術を有する地域ڥ
間接として各部の省電力は電力用量 17ˋ削減
目標に向けてల開される事なり，ڞ通的に取り組む中
心的な課題となる。

（3）CO2削減の展望
大手電力 10 ࣾ，電源開発，日本原子力発電及び特
定規電気事業者（新電力）23ࣾは 2015年 7݄ 17日，
2030 年度のൢച電力量 1 L8当りの CO2 排出量（排
出数）を，2013 年度比で 35ˋ削減となる自主目
標を発表した。ࢀ加事業者は 35 ࣾで「電気事業にお
けるૉࣾձ実行計画」をࡦ定した。
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2013 年比 35ˋは全体では 10ˋ程度の貢献となると
言われている。各部ともに目標を໌確にして۩体的
にల開されることが期待される。
「省電力 17ˋ」，「;E# ／ ;EHの適用拡大」，「発電
部の 35ˋ CO2 削減」，「次世代自動車普及拡大」な
どが確実に実施されればCO226ˋ削減も見えてくるの
ではないか。

（4）エネルギー転換部門の現状と課題
（a）原子力発電࠶Քಇ，ՔಇԆ長ਃঢ়況
ʪ保有原発の発電能力ʫ
廃ط決定のౡ第一発電はআき，27 年 2 ݄に 5
基の廃が決定し，保有૯基数は工事中の新設 3基を
含め 46 基となる。
廃前の૯基数 48 基　4426�4 ສ L8
廃決定 5 基　221�6 ສ L8
廃炉後現在の基数 43基　4204.8万 kW

新設工事中 3 基　414�3 ສ L8
新設込૯発電基数 46 基　4619�1 ສ L8
（C）40 年ण໋を基本とした 2030 年Քಇ推定
Քಇ，ՔಇԆ長ਃঢ়況࠶①
現時点で࠶Քಇਃࡁみ基が全て৹ࠪに合֨し࠶Ք
ಇが実現（ՔಇԆ長は含まず），40 年ण໋を前ఏに
2020，2030，2040 年にՔಇ容量がどの様になるか，
また発電量比率がどの様になるか検౼した。
Քಇਃ　15࠶ 発電ॴ　25 基
৹ࠪ合֨　5基，　৹ࠪऴྃ　4基，৹ࠪ中　8基，
৹ࠪং൫ຢは中止そのଞ　8基（2015 年 7 ݄現在）

電内発電ॴは 8݄に࠶Քಇ 1߸となった。৹ࠪ合֨
に発電ॴ࠶Քಇにみが付くとの期待もあるが，難題
が多く難しい面もある。
②Քಇ推定
表─ 2は 40 年ण໋を基本とした 2030 年の原発発

電量比率と発電設උ容量の推定を示す。

（5）原発 22％確保する上での課題   

表─ 2から໌する事は，2030 年 22ˋを確保する
為には，୯७化するため 1 基 100 ສ L8とすると，
合計で 40 基のՔಇが必要である。40 年ण໋を基準
にすると࠶Քಇܧ続基は 18 基となるので 22 基の࠶Ք
ಇ追加ਃ及びՔಇԆ長ਃが必要となる。新設中の
大間原発を入れ保有 44 基がすべてՔಇした場合の比
率は 24�06ˋでこれが最大と考えられる。22ˋを確
保するには 44 基中 40 基（ 91ˋ）のՔಇが必要で
あり，ण໋基準 40 年をݫ密に適用するとՔಇには次
のような大きな課題がある。
の実施ࡦՔಇ৹ࠪの為の安全৹ࠪ，安全対࠶①
② 40 年ण໋にୡした原発のՔಇԆ長ਃ，検ࠪ，改，
補म等
③地域ॅຽの同ҙ
④増え続ける用ࡁみ֩燃料のॲ分方๏
等　
最近では新たな活断のٙいの出た発電ॴ，また地
域ॅຽが࠶Քಇ差し止めԾॲ分をਃし立て，Ҫ地ࡋ
が運転をೝめない決定をした等の問題が出ている。
これ等の課題をクリアーして࠶Քಇ，ՔಇԆ長して

දᴷ �　���� ͷྔిൃൃݪൺͱൃి設උ༰ྔ
���� ిۀࣄؾ࿈߹ձࢿྉɼຊڠۀ࢈ྗࢠݪձࢿྉࢀর

2015 年 2020 年 2030年 2040 年
設定のベストミックス
原発発電量比率

20～ 22％

25 基࠶Քಇਃ
（40 年ण໋適用）
（新設大間原発含む）

25 基Քಇ
2505�8

（ਃ基全Քಇの場合）

24 基Քಇ
2395�6

（40 年ण໋クリアー基）

18基稼働
1851.8

（40年寿命クリアー基）

5 基Քಇ
542�4

（40 年ण໋クリアー基）
発電量比率 13�7ˋ 13ˋ 10.86％ 3�2ˋ
省電力 17ˋ見込後の
原発発電量比率

20～ 22％

発電量比率 22ˋ時の
原発発電容量

3971.2

約 40基に相当
保有原発全Քಇ時の
発電容量
（新設大間原発含む）

4343.3

44基

発電量比率 24.06％
 1）2030，2040 年は 17ˋ省Τネ後で算定。2015，2020 年は現ঢ়発電量とした。
 2）建設中であるが安全৹ࠪਃࡁみの大間原発 1基は含めた。
 3）原発Քಇ比率は最大値の 22ˋとした。
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も，最大 20 年Ԇ長となるので，費用対効Ռ，ध要Ո
への安定څڙなど৻重に検౼され，Քಇの定を
してΏく事になるだΖう。

（6）課題解決の想定される方向性
発電部では原子力発電Քಇの可൱が削減対ࡦの大
きなΤイトをめている。前述の࠶Քಇ，ՔಇԆ長
のࠔ難さを踏まえ並行して৭々な対ࡦが進んでいる。
建設機械施工のࡢ年 10 ݄߸，今年 2݄߸報จでも
述べたが，զが国のΤネルΪーࡦ上の問題は大きく
次のような点がある。
ˎΤネルΪーの自څ率が 6ˋとۃに低く（OECD
加ໍ国 34 カ国中 33 位），ΤネルΪー安全保ো上
に大きな問題を有する。特に経ࡁ面では大きなリ
スクを抱えている。

ˎ一次ΤネルΪーのなかで化ੴ燃料ґ存率は原発ఀ
止で 93�1ˋと高く調ୡ先が情不安定等のリスク
があり，ΤネルΪー安全保ো上の問題がある。

ˎ地ٿԹஆ化ガス CO2 排出の削減が出来ず，増え
る向にある。

　これ等を解消する対ࡦとして，これから༧され
る対ࡦも含め期待がかかるのは

　1つ目は省電力である。技術開発も進んでおり，
17ˋ削減目標に向け各部ڞ通で取組が加速する
と༧測出来，省電力˰省化ੴ燃料˰ CO2 削減と
つながる。

　世界的にも先行している日本の省Τネ，省電力技
術はこの目標設定で更に技術力を高め，日本はも
とよりւ外への貢献も期待出来る。

　2つ目として࠶生可能ΤネルΪー開発の拡大であ
る。特に世界第 3位のポテンシャルを持つ安定電
源である地発電開発のଅ進，そして๛かなྛ
資源を生かしたバイオマス発電があげられる。不
安定電源とされている෩力発電（上，大型༸上）
のଅ進や先行しているଠཅޫ発電を制する事な
く，電源としての༨電力は，ۃڀのクリーンΤ
ネルΪーとޫ٭をཋびているਫૉにৼり向
け，ਫૉでஷ蔵，自動車や大型発電に活用する。

　今のとこΖバッテリーでは大容量，長期ஷ蔵がࠔ
難であるが，ਫૉは長期に大量のஷ蔵が可能であ
る。

　この特৭を生かし不安定な電力をうまく活用する
事がまれる。しかし日র率に左右されるଠཅޫ
発電は設උ利用率 12ˋ，෩速に左右される෩力
発電は上 20ˋ，༸上 30ˋと利用率が低いので
原子力発電 1基分のਫૉをするには大な設

උを要する。
　従って過度な期待は出来ないが，電源構成（ベス
トミックス）の࠶生可能ΤネルΪー 22ˋ～ 24ˋ
分をえて開発出来た電力はਫૉに変換，活用
で，CO2 削減や自څ率向上に貢献できると考えら
れる。
　ଠཅޫ発電建設費もかなりの速度で低下してお
り，ւ外勢の日本市場進出もあって，ڝ૪が激化
しており，価֨低下は一加速するものと༧で
きる。
　来年は電力自༝化が実施されるが，ങい取り価֨
制度も段֊的に価֨低下し，最ऴ的には自༝ڝ૪
で取引がされ，新電力からは，自༝化した࠶生可
能電力をങいूめ，ਫૉメーカーと連ܞして
。力なਫૉ生産体制が生まれる事が期待出来るڧ
　3つ目は当面は化ੴ燃料ґ存度が高いので，ੴ
Ր力の効率を -NGՐ力並に効率アップ，-NGՐ
力は更に効率をアップし，燃料費の削減，Τネル
Ϊー転換，引いてはCO2 削減。
　ʨUSC（ੴՐ力高効率ඍคՐ力発電技術），"ʵ
USC（700ˆڃ先進々ྟ界圧発電，IGCC（ੴ
Ր力ෳ合発電）等で効率アップʩ等で効率アップ。
　国は電力ձࣾや関連メーカーの高効率のՐ力発電
技術開発へ支援する。補助ۚなどを設け，25 年
に今の一般的なੴՐ力よりࠒ 4ׂほど高い設උ
の実用化にめどを付ける計画も進んでいる。
　また削減し切れない CO2 は CCS（CO2 回ऩ，ஷ
ཹ方式）の実用化，適用。
　ΤネルΪー転換（燃料転換）では，安価なシェー
ルガスがੴやੴ油になり変ってՐ力発電を担う
ようになれば，経ࡁ面はもとより CO2 削減に大
きな力になる。
　4つ目は大量のਫૉ，調ୡ体制の確立があ
る。ਫૉの調ୡには 3段֊有ると言われている。
ˎ第一ステップは国内調ୡ
　మ߯，化ֶ工場等で෭産として発生するਫૉを
活用，加えてط存設උの༨活用ɽ2030 年
近くまでは，ΤネフΝームや燃料電車等ヘのڙ
。量は確保できるといわれているڅ
ˎ第ೋステップはւ外調ୡ
　燃料電車（FC7）の普及拡大，大型ਫૉՐ力
発電が始まりਫૉの用量が増大すると第一ス
テップの国内産ではڅڙし切れなくなり༌入が始
まる，2030 年ࠒからと言われている。等現
在不用の低レベル化ੴ燃料を変質してਫૉを
し༌入，変質時に CO2 が発生するが༌出ଆで
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回ऩॲ分すれば，日本はਫૉ༌入でクリーンなΤ
ネルΪー確保となる。生産国の CO2 回ऩ・ஷཹ
には CCS の適用などਫૉの価֨にөされる可
能性はある。

　アメリカやオーストラリアは多くの不用の低レ
ベルの化ੴ燃料ຒ蔵を持つ。これを利用したਫૉ
のӷ化プラントやஷ蔵設උ，༌ૹ体制，受け入れ
ஷ蔵体制，保設උなどサプライチェーンの整උ
が整いつつある。技術面でࠔ難だったӷ化ਫૉの
ガス技術が開発され，ਫૉを燃料とした大型 9ສ
L8発電ॴの実ূプラントが 2017 年中にՔಇ開
始する計画で進んでいる。

　またਫૉ，-NG ࠞ合燃料のタービンの開発，ਫ
ૉ୯ಠ燃料としたタービンの開発等ਫૉࣾձへの
インフラ整උが着々と進んでいる。

　普及面では౦ژ都が౦ྠޒژ・パラリンピックで
「選手ଜをਫૉタン」をࢤ向し，燃料電車の
普及ଅ進や（FC7を都内でߪ入に 1  101 ສԁ
補助），インフラ整උにも補助を付けている。

　7 ݄には燃料電ૹܴバスの運行テストも始まっ
た。

　この実現は国内外のモデルとなり，大きなએ効
Ռをもたらし，国内外のਫૉࣾձଅ進に一役ങう
事となると༧される。

　国も FC7ߪ入に当って 1当たり 202 ສԁの補
助ۚを付け一般車並の価֨レベルにして普及ଅ進
を支援している。都内でߪ入する場合は 303 ສԁ
の補助を受けられる事になる。

　燃料電車 3 ࣾ，ਫૉガスձࣾがڞ同
で，ਫૉステーション建設への支援，ステーショ
ン理運Ӧ費の補助などを実施して燃料電車の
普及拡大に力を入れている。

　オーストラリアには日本の消費量で 250 年相当の
ຒ蔵量が有り，これをਫૉに用できてない
変換して༌入。

　もう一つのڅڙ源と期待出来るのは，電力に༨
を持つロシアや，これから日র率の高い国でのଠ
ཅޫ発電や，安定෩力を得やすい国での෩力発電
を大規開発し༨電力を利用してされたਫ
ૉを日本に༌入などが考えられる。ϗルムズւڦ
を経༝しないΤネルΪー調ୡで情安定国からの
調ୡ体制が整えば，ΤネルΪー安全保ো上も有利
になる。

ˎ第ࡾステップ
　制する事なく開発をଅ進し目標の 24ˋを過
させた「༨࠶生可能ΤネルΪーでਫૉの」，

日本近ւに多くຒ蔵量されていると言われている
（日本の消費量の 100 年分のຒ蔵量）「メタンϋイ
ドレートの商業化を実現し，ਫૉへの変換」，「不
足分を情安定国からのւ外調ୡ」で，ਫૉࣾձ
の実現に大きなステップとなる。
　1 つ目～ 4つ目の対ࡦが進み「ਫૉࣾձ実現」へ
と進లすると「自څ率も 23ˋ以上に向上」，「化
ੴ燃料用量も大幅低減」，「CO2 削減も 26ˋを
上回り」，「日本のΤルΪー安全保ো」などが解決
され，զが国のΤネルΪーࡦ上の問題点は解決
されてΏく事が期待される。
当面は化ੴ燃料ґ存度が高く，従来からの৭々なリ
スクを抱え͟るを得ないと考える。原子力発電ఀ止
で，代替えとして燃料費の安いੴՐ力の建設計画が
進んでいる。ੴՐ力は -NGՐ力の 2ഒの CO2 ガ
スを排出すると言われている。世界的にはアメリカ，
中国をච಄にੴՐ力を制する方向に動いていてい
る。日本は原子力発電ॴఀ止以߱，ੴՐ力建設計画
がんになっている。
ઍ༿，Ѫの，ޱ省は山ڥ で新建設にҟٞをݝ3
表໌している。またڥアセスメント๏の適用範囲を
下げ現在適用外の小型機（11 ສ L8以下）にも適用
する方向となった。
アメリカでは 1963 年大気ড়化๏改正๏（通শマス
キー๏）が制定され一ࢎ化ૉ（CO）化ਫૉ（HC）
排出量を 1/10 にした。1976 年には自動車の排気ガス
中のૉࢎ化（NOX）を 1970 年～ 1971 年型車の
1/10 として排ガスを規制した。これにԊって日本の
自動車メーカーは技術開発で 1978 年全ୡ成しアメ
リカへの༌出を有利に導いた。
日本の発電部でもՐ力発電で -NG，特にੴ油，
ੴՐ力の新設，ط設を含めԿらかの形で CO2 排出
規制๏が制定される事も必要ではないかと考えられ
る。
ˎそのଞ
ଠཅޫ発電は開発制に向っているが，開発ଅ進の
1つのアイデアとして，全国に張り८らされた高速
ಓ路の防Իนや，日র率の高い大なۭ間を持つಓ
路上に，ଆ面からࠜを張り出し，これ等にଠཅޫ
パネルを設置，得られた電力はਫૉに変換し，サー
ビスΤリア毎にਫૉステーションをඋ，FC7へ
する。ਫૉ燃料でΤネフΝーム等小型発電機をڅڙ
設置で，高速ಓ路電力の自څ自足，またਫૉを燃
料とする電源車が開発されれば，災害時ಓ路ネッ
トを生かした，ਫૉの融通，電力のڅڙなどが考え
られる。建設では施工上の問題，建設コストの問題，
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メンテナンスの問題等৭々な課題はあると考える
が，実現すれば「ਫૉࣾձ実現」の一を担い，多
くの利点が考えられる。
ଠཅޫパネルのॊೈ性やಁ໌性等の技術開発が進ん
でいる。࠶生可能ΤネルΪーからਫૉへの変換，ஷ
蔵技術開発も急速に進んでおり，実現への可能性は
めるのではないか。

5．おわりに

本報จではԹࣨ効Ռガスの影響力の大きい CO2 を
中心に地ٿԹஆ化防止対ࡦと電源構成（ベストミック
ス）について述べてきた。Թࣨ効Ռガスの削減は全世
界レベルで取り組まなければならない最重要課題であ
る。経ࡁ発లと人ޱ増加でCO2の自વ増がある中で，
全世界で CO2 の排出量を削減していかなければなら
ない。
国は 2013 年ʰڥΤネルΪー技術革新計画ʱの基
本計画改గを発表した。内容としては 2050 年までに
Թࣨ効Ռガス排出量を 8ׂ削減する。そして，CO2 削
減の為の革新的技術の着実な開発と全世界への普及の
۩体化をਤるため，①短中期・中長期に開発を進める
べき革新的技術（37 技術）を特定，②技術開発を推
進するための施ࡦのڧ化，③革新的技術の国ࡍల開・
普及に必要な方ࡦについてまとめたもので，今後，革
新的な技術により世界の CO2 削減に貢献するという
ものである。
本年 8݄ 11 日州電力の内原子力発電ՔಇがՔ
ಇ開始し，8݄ 14 日からૹ電が開始された。これで，
国内でʰ原子力発電のՔಇゼロʱのঢ়ଶが無くなり，
ベースロード電源の一つとなる原子力発電のՔಇがス
タートした。今後，現在ٳ止中の原子力発電の࠶Քಇ
の検౼がをおびてくるだΖう。Թࣨ効Ռガス CO2
を発生させず，日本のΤネルΪー自څ率（6ˋ）を改
善し，発電コストが安い原子力発電の価値は高い。し
かし，2011 年 3 ݄ 11 日のౡ原子力発電ॴ事ނを目
の当たりにした日本国ຽとしては，࠶Քಇ৹ࠪの為の
安全৹ࠪ，安全対ࡦの実施，地域ॅຽの同ҙ，増え続
ける用ࡁみ֩燃料のॲ分方๏など今後解決すべき課
題も多い。国が前面に立ち一つ一つ丁ೡに解決してཉ
しい。
4ষで述べたが，原子力発電の࠶ՔಇはCO2 削減に
重要であるが，合わせて進めて行かなければならない
のは「࠶生可能ΤネルΪーの拡大」，「シェールガス༌
入，ΤネルΪー転換」，「ਫૉの活用拡大，調ୡ体制構

ங」，「メタϋイドレートの開発」，「ΤネルΪーに関す
る革新的技術開発」と「省Τネ」である。ほとんどは
国・地方自࣏体・ا業が一体となって取り組むべき課
題である。
զ々が主にݸ人レベルで CO2 削減に貢献できるの

はՈఉ部である。図─ 9で示すようにՈఉ部の
CO2の排出量は全体の15ˋをめ2ԯ 100ສトン。
1990 年から 2013 年で 53�2ˋ増加している。一世帯あ
たりにすると年間 5�37 トン排出している。র໌・電
気器۩ 36�2ˋ，自動車 23�7ˋ，ஆྫྷ 16�9ˋである。
省Τネ機器や省燃費自動車へのങい変えは省Τネ・省
電に効Ռがあるが，電気品の用時間短縮・ྫྷஆ
の設定Թ度の変更でかなりの排出量が減らせる。ま
た，ビデオ・テレビ等の待機電力を無くすだけで，Ո
ఉで用する電力の 7ˋが削減できる。国ຽ一人一人
が省Τネ・省電力に取り組み，地域での活動に広げて
いく地ಓな活動が必要である。また，国が進めるカー
ボンオフセットの取り組みを理解し，カーボンオフ
セット商品・サービスのߪ入（年լঢ়，৯品，ཱྀ行，
保ݥ等）も重要である。
NPO๏人新Τネڀݚձ౦日本では，CO2 を削減し

地ٿԹஆ化防止に貢献する為，今後もΤネルΪー全般
をڀݚするとともに，省Τネ（特に省電力）普及への
地ಓな活動を続けていきたい。
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